
2017年度
（平成29年度）

2018年度
（平成30年度）

2019年度
（令和元年度）

2020年度
（令和2年度）

2021年度
（令和3年度）

立　岩
鉄筋

ｺﾝｸﾘｰﾄ造
４階建

Ｓ４９年度
3,051
1,649

新耐震基準以前の建築物につき補強工事等による整備を必要とするが、大規模公民館施設であ
るため、改修であっても多額の費用を要することから、現在地より移転し、新築による整備を
行う。
平成29年度に基本・実施設計を行い、平成30年度に建設工事着工し、令和元年度中に整備を完
了する。

二　瀬
鉄筋

ｺﾝｸﾘｰﾄ造
２階建

Ｓ４６年度
1,066
3,416

旧耐震基準以前の建築物のため建替えの必要がある。
現在地での建替えには、代替施設の確保や工事車両スペース確保のために施設の床面積の確保
が困難なことから、廃止となる給食センター敷に移転し、令和3年度までに新築による整備を
行う。

鯰　田
鉄筋

ｺﾝｸﾘｰﾄ造
２階建

Ｓ５１年度
894
1677

敷地の地盤沈下が現在も続いており、早急に現在地以外に移設して整備する必要があるため、
現在地向かい側のしいの木公園敷に移転し、平成33年度までに新築による整備を行う。

菰　田
鉄筋

ｺﾝｸﾘｰﾄ造
２階建

Ｓ４８年度
842
1,933

新耐震基準以前の建築物であることから、平成30年度に耐震診断を行い、令和元年度以降に耐
震補強及び改修工事による整備を行う。

飯塚東
鉄筋

ｺﾝｸﾘｰﾄ造
２階建

Ｓ４９年度
854
1,872

新耐震基準以前の建築物であることから、平成30年度に耐震診断を行い、令和元年度以降に耐
震補強及び改修工事による整備を行う。
土砂災害特別警戒区域に指定されていることから、併せて平成30年度に法面調査測量設計を行
い、令和元年度以降に法面改良工事による整備を行う。

穂　波
鉄筋

ｺﾝｸﾘｰﾄ造
２階建

Ｓ５３年度
1,795
6,554

新耐震基準以前の建築物であることから、令和元年度に耐震診断を行い、令和2年度以降に耐
震補強及び改修工事による整備を行う。

Ｓ６０年度
1,436
6,814

Ｈ　３年度
782
1,157

鉄骨造
２階建

Ｈ１６年度
553
837

飯塚市交流センター整備実施計画　【抜粋】

庄　内

鉄筋
ｺﾝｸﾘｰﾄ造
２階建

新耐震基準により建築した建築物であることから、運営上支障が生じた場合等にその都度整備
を必要とするが、都市機能誘導区域外に立地している施設であるため、地域拠点区域内に立地
し、類似機能を有する庄内保健福祉総合センターハーモニーとの複合化による整備を行う。

地　　区
センター名

主体
構造

建設年度
延床面積(㎡)
敷地面積(㎡)

整　　　備　　　実　　　施　　　内　　　容

年　　　次　　　計　　　画

令 和 元 年 11 月 12 日 提 出

協 働 環 境 委 員 会 資 料

基本・実施
設計

建設工事

基本・実施
設計

建設工事

(耐震補強)
改修工事

基本・実施
設計

建設工事

耐震診断

(耐震補強設計)
改修工事設計

耐震診断

(耐震補強設計)
改修工事設計

法面調査測量設計

(耐震補強)
改修工事

耐震診断

(耐震補強設計)
改修工事設計

改修工事改修工事設計

解体・造成
工事等

変更後

(耐震補強)
改修工事

法面改良工事

法面改良工事のみ





落札率　(B/A)
契 約 者 名 入 札 日

(小数点第三位以下切捨)

10月23日

工　　期 101,200,000 円

工事請負契約報告書

協働環境委員会資料

令和元年11月12日提出

工　　事　　名 予 定 価 格 (A) 落 札 額　(B)

契　　約　　日
最低制限価格 うち消費税 %

令和　元年

菰田交流センター大規模改造工
事

110,523,600 円

101,200,000 円

円

株式会社　住建設 10月16日

うち消費税

10,047,600 円

91.56

9,200,000 円令 和 元 年 10月24日 から うち消費税

令和 2年 3月24日 まで 9,200,000

（株）春田建設

神崎建設（株） （株）瑞建工務店 前田建設（株） （株）西組 （株）住建設

（株）鈴木建設 （株）中村建設 友信建設（株） 協同建設（株）

＊地方自治法施行令第167条の9によるくじ引きの結果　（11者中11者） Ｐ1

入札参加業者名（条件付き一般競争入札）【工種：建築Ⅰ（SⅠ・Ⅰ）】

（株）家夢建築事務所



 

 

 

 

 

 

第２次飯塚市 

（素 案） 

令和元年 11 月 

  飯塚市 

4 常 任 委 員 会 共 通 資 料 1 

令和元年 11 月 5 日～22 日提出 
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人口ビジョン編 
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○国立社会保障・人口問題研究所(社人研)による総人口推計比較 

第 1 次飯塚市まち・ひと・しごと創生総合戦略に記載している人口推計は、平成 22 年の国勢調査結

果による社人研の本市人口推計を使用しています。 

第 2 次飯塚市まち・ひと・しごと創生総合戦略では、最新の平成 27 年の国勢調査結果に置き換えた

社人研の本市人口推計を使用します。 

 図１は、第 1次及び第 2次飯塚市まち・ひと・しごと創生総合戦略における本市人口推計を比較した

ものです。 

平成 27 年の国勢調査結果が平成 22 年の国勢調査結果による推計より人口が多かったため、平成 27

年国勢調査数値による推計の方が多い推移となっています。 

  

128,360 
124,616 

120,291 

115,543 

110,439 

104,962 

99,388 

94,095 

89,043 

84,033 

129,146 
125,894 

121,923 
117,570 

112,898 

107,987 

103,102 
98,655 

94,492 
90,301 

85,925 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065

図1

社人研による総人口推計（第1次戦略と第2次戦略）

平成22年国勢調査数値による推計 平成27年国勢調査数値による推計
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○人口の将来展望における各推計の算出方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
2020 

(R2) 

2025 

(R7) 

2030 

(R12) 

2035 

(R17) 

2040 

(R22) 

2045 

(R27) 

2050 

(R32) 

2055 

(R37) 

2060 

(R42) 

2065 

(R47) 

社人研推計 

に準拠した 

推 計 

出生率 1.68 1.66 1.66 1.67 1.68 1.68 1.68 1.68 1.68 1.68 

純移動数 -345 -115 -98 -81 -66 -56 -54 -51 -49 -46 

直近の実績

値に基づく 

推 計 

出生率 1.75 1.75 1.75 1.75 1.75 1.75 1.75 1.75 1.75 1.75 

純移動数 -124 -121 -118 -115 -111 -106 -102 -89 -85 -82 

本市独自 

推 計 

出生率 1.70 1.75 1.80 1.94 2.07 2.07 2.07 2.07 2.07 2.07 

純移動数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

 

 

国立社会保障・人口問題研究所推計に準拠した推計  

（2065（令和 47）年の推計値 85,925 人） 

・主に 2010（平成 22）年から 2015（平成 27）年の人口の動向を勘案し将来の人口を推計。 

・移動率は、今後、全域的に縮小すると仮定。 

直近の実績値に基づく推計  

（2065（令和 47）年の推計値 92,120 人） 

・合計特殊出生率は 2017（平成 29）年の実績値（＝1.75）、純移動率は 2018（平成 30）年の実

績値（＝-0.00096）が今後も同水準で推移するものと仮定。 

本市独自の推計  

（2065（令和 47）年の推計値 99,207 人） 

○自然増減（出生等）に関する仮定 

・合計特殊出生率が 2040（令和 22）年までに 2.07 まで上昇、2040（令和 22）年以降は 2.07 の

まま推移するものと仮定。 

・2017（平成 29）年の実績値は 1.75 であるが、人口ビジョンについては最新の国勢調査（2015

（H27）年）の時点修正とすることから、現戦略の数値をそのまま使用する。 

○社会増減（移動）に関する仮定 

・純移動数がゼロで推移するものと仮定。 

表 1 各推計の出生率と純移動数 
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 国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の推計では、2065（令和 42）年には 85,925 人と予測され

ており、2015（平成 27）年の人口に対して 43,221 人減少する見込みです。 

 本市の直近の実績に基づいた推計では、2065（令和 42）年には、92,120 人と予測され、2015（平成

27）年の人口に対して 37,026 人減少する見込みです。 

 本市における独自推計では、2065（令和 42）年には、99,207 人と予測され、2015（平成 27）年の人

口に対して 29,939 人減少する見込みです。 
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106,526 

102,651 

99,140 

95,707 

92,120 

126,379 

123,148 

119,678 

116,241 

112,684 

109,324 

106,392 

103,905 

101,585 

99,207 

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年

人口の将来展望

社人研推計に準拠した推計

直近の実績値に基づく推計

本市独自推計
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国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の推計と本市における独自推計において、年齢 3区分別の

人数比較では、本市における独自推計の方が年少人口と生産年齢人口の減少幅は軽減されており、老年

人口は概ね同数で推移しています。 

 

 

 

 

16,411 15,963 15,173 14,355 13,565 12,985 12,411 11,841 11,284 10,761 10,274 

75,180 

69,387 

66,010 
63,994 

61,802 

57,965 

54,317 

51,298 

49,066 
47,129 

45,191 

37,555 

40,543 40,740 
39,221 

37,531 37,037 36,373 35,516 
34,143 

32,411 
30,459 

16,411 16,215 15,927 15,645 15,674 16,054 16,285 16,155 15,769 15,552 15,481 

75,180 

69,790 

66,868 
65,335 

63,725 

60,699 

57,820 
56,013 55,357 

53,815 
52,696 

37,555 

40,374 40,353 
38,698 

36,841 
35,931 35,218 

34,224 
32,779 32,218 

31,030 

0
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30,000
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50,000

60,000

70,000

80,000

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年

図3【人口】年齢3区分別の比較表

【年少人口】社人研推計 【生産年齢人口】社人研推計

【老年人口】社人研推計 【年少人口】独自推計

【生産年齢人口】独自推計 【老年人口】（独自推計）
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しかし、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の推計及び推移と本市における独自推計において、

年齢 3区分別の構成割合比較においては、本市における独自推計は、年少人口の割合が増加、生産年齢

人口の割合は社人研の推計及び推移と概ね同数、老年人口の割合は横ばいで推移しています。 
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図4【割合】年齢3区分別の比較表

年少人口【独自推計】 生産年齢人口【独自推計】

老年人口【独自推計】 年少人口【社人研推計】

生産年齢人口【社人研推計】 老年人口【社人研推計】
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○性別・年齢階級別の人口移動の状況 

全体では 20 歳代から 30歳代前半までに転出超過となっています。 

転出では福岡都市圏が 338 人の転出超過で最も多く、次いで東京圏の 155 人となっています。 

転入では福岡都市圏以外の県内が 281 人の転入超過で最も多く、次いで福岡県以外の九州・山口の 12

人であり、福岡都市圏以外の県内からの転入が顕著となっています。 

また、20 歳代から 30 歳代前半に福岡都市圏へ転出した方が、その後本市へ戻ってきていないと推察

されます。 

男性は、10 歳代で転入超過、20 歳代で転出超過となっています。 

10 歳代の転入超過は市内大学への進学、20 歳代での転出超過は市外への就職によるものと推察され

ます。 

女性は、0歳～4歳、20歳代から 30歳代前半までが転出超過となっています。特に 0～4歳と 25～29

歳までの転出が顕著となっています。 

0～4歳までの転出先は福岡都市圏以外の県内であり、北九州市・直方市・田川市・嘉麻市への転出と

なっています。 

20 歳代から 30歳代前半までの転出は、就職や結婚に伴う転出であることが推察されます。 

 

0～4

歳
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以上

県内（福岡都市圏以外の圏域）+281 -23 7 17 45 36 41 19 62 45 22 9 6 5 4 -7 1 -7 1 -2

県内（福岡都市圏）-338 -16 18 -3 -8 -65 -120 -57 -24 -13 -16 4 6 -3 -13 -6 2 -13 -10 -1

東京圏 -155 2 -6 1 -19 -105 -29 12 -14 1 0 -2 5 -1 2 0 3 -2 -3 0

中部 +11 -2 4 0 0 -5 2 -4 6 -4 5 4 6 5 1 -3 -1 0 -1 -2

関西 -28 4 1 -4 1 -25 -4 -2 -1 0 -2 3 0 3 3 2 -3 -2 -1 -1

九州・山口 +12 -14 -9 -3 34 37 -35 -6 4 -5 16 4 -4 0 -8 0 -3 2 0 2

その他県外 -13 0 2 2 5 -3 -10 1 2 -5 0 -3 -3 -2 -1 1 1 0 0 0

計 -49 17 10 58 -130 -155 -37 35 19 25 19 16 7 -12 -13 0 -22 -14 -4
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-120

-70

-20

30

80
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図5【全体】方面・年齢階級別転入超過数（飯塚市2018年）
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計 6 11 5 45 -118 -68 -31 15 8 18 9 9 14 -3 -10 -2 -6 4 -2
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図6【男性】方面・年齢階級別転入超過数（飯塚市2018年）
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県内（福岡都市圏）-338 -6 2 -3 -13 -52 -61 -21 -8 -4 -10 -3 2 -5 -8 -4 0 -8 -9 -2

東京圏 -155 5 -5 -1 -10 -28 -14 8 -9 -1 -1 -1 3 -1 2 -1 2 -2 -3 0

中部 +11 -2 2 0 3 -1 -2 2 7 -1 0 3 0 3 0 -1 -1 0 -1 -2

関西 -28 2 4 -3 -1 -13 -7 -2 -5 2 -2 0 1 1 -1 2 -2 -1 0 -1

九州・山口 +12 -11 -2 5 6 39 -20 -7 8 -8 3 6 1 -1 -3 0 -1 1 -1 2

その他県外 -13 -3 2 2 2 4 -5 4 -2 1 1 -1 -1 -1 1 1 0 0 -1 0

計 -55 6 5 13 -12 -87 -6 20 11 7 10 7 -7 -9 -3 2 -16 -18 -2
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-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

（人）
図7【女性】 方面・年齢階級別転入超過数（飯塚市2018年）
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１．将来展望に必要な調査･分析 

（１）調査概要 

将来展望に必要な調査として、以下の調査を実施しました。 

 

 

調査名 調査対象 主な調査内容 

市民アンケート 

 

 

 

 

うち、「結婚、出産、子育

てに関するアンケート」 

18 歳以上の市内居住者 3,360 人 

・回答数：980 人 

・回収率：29.2％ 

 

・飯塚市の印象について 

・日常の行動範囲について 

・飯塚市のまちづくりについて 

・飯塚市の将来について 

市民アンケート調査の対象者の

うち 18 歳～39歳の方 960 人 

・回答数：207 人 

・回収率：21.6％ 

・結婚観について 

・出産や子育てについて 

 

 

高校生アンケート 
市内にある公立・私立高校 4校 

1,070 人 

・回答数：1,070 人 

・回収率：100％ 

・飯塚市の印象について 

・今後の進路等について 

・今後の居住等について 

 

大学生アンケート 
市内にある大学 3大学 

281 人 

・回答数：274 人 

・回収率：97.5％ 

・飯塚市の印象について 

・今後の就職等について 

・今後の居住等について 

 

転出者アンケート 2019（平成 31）年 3 月から 5 月

に市外へ転出（転出届を提出）し

た方 850 人 

・回答数：60人 

・回収率 7.1％ 

・転出時のことについて 

・飯塚市の印象について 

 

 

転入者アンケート 2019（平成 31）年 3 月から 5 月

に市内へ転入（転入届を提出）し

た方 850 人 

・回答数：69人 

・回収率：8.1％ 

・転入時のことについて 

・飯塚市の印象について 

 

 

※アンケート調査の実施時期は 2019 年 3 月から 7月 

 各種アンケート集約結果（2019 年実施分） 

調査概要（その１） 
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調査名 回答者の性別 回答者の年齢 

市民アンケ

ート 

（「結婚、出

産、子育

てに関す

るアンケ

ート」を

含む） 

 

 

 

 

 

 

高校生アン

ケート 

 

 

 

（未調査） 

大学生アン

ケート 

 

 

 

（未調査） 

転出者アン

ケート 

 

 

 

 

 

転入者アン

ケート 

 

 

 

 

 

男性, 40.0%

女性, 58.4%

未回答, 1.6%

10代, 

2.8%

20代, 

15.5%

30代, 

24.9%
40代, 

17.2%

50代, 

18.6%

60代, 

19.1%

70歳～

74歳, 

0.2%

75歳以

上, 0.1%

男性, 

50.3%
女性, 

49.7%

男性, 

66.4%

女性, 

33.2%

男性, 

38.3%

女性, 

61.7%

10代, 

4.9%

20代, 

50.8%

30代, 

19.7%

40代, 

8.2%

50代, 

3.3%

60代, 

11.5%

75歳以上, 

1.6%

男性, 

40.6%
女性, 

59.4%

10代, 

10.3%

20代, 

50.0%

30代, 

22.1%

40代, 

10.3%

50代, 

5.9%

70~74歳, 

1.5%

表 調査概要（その２） 
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（２）人口減少対策として望まれている取り組み 

・「働く場の確保」が 32.2％で最も高い。ついで「結婚や子育ての支援」が高い。 

・年齢別にみると、10代・20 代、30 代で「結婚や子育ての支援」が最も高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

働く場所の確保

起業や新規就農の支援

移住や定住の促進

結婚や子育ての支援

教育環境の充実

医療・福祉環境の充実

道路や公共交通などの生…

その他

32.2%

4.1%

10.8%

21.8%

9.6%

9.3%

10.8%

1.3%

¥s 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

働く場所の確保

起業や新規就農の支援

移住や定住の促進

結婚や子育ての支援

教育環境の充実

医療・福祉環境の充実

道路や公共交通などの生…

その他

23.5%

3.5%

11.2%

31.8%

12.9%

5.9%

10.0%

1.2%

¥s 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

働く場所の確保

起業や新規就農の支援

移住や定住の促進

結婚や子育ての支援

教育環境の充実

医療・福祉環境の充実

道路や公共交通などの生…

その他

20.3%

3.3%

13.3%

35.7%

7.9%

5.4%

10.8%

3.3%

¥s 

図 8 人口減少に対して飯塚市が力を入れるべき対策（単一回答） 

【市民アンケート】 

 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

働く場所の確保

起業や新規就農の支援

移住や定住の促進

結婚や子育ての支援

教育環境の充実

医療・福祉環境の充実

道路や公共交通などの…

その他

21.7%

3.4%

12.4%

34.1%

10.0%

5.6%

10.5%

2.4%

¥s 

 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

働く場所の確保

起業や新規就農の支援

移住や定住の促進

結婚や子育ての支援

教育環境の充実

医療・福祉環境の充実

道路や公共交通などの…

その他

22.4%

5.4%

14.3%

26.5%

8.8%

5.4%

12.2%

4.8%

¥s 

全体 
10 代・20代、30代 

10 代・20代、30代 男

性 

 

10 代・20 代 

30 代 

 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

働く場所の確保

起業や新規就農の支援

移住や定住の促進

結婚や子育ての支援

教育環境の充実

医療・福祉環境の充実

道路や公共交通などの…

その他

21.2%

2.3%

11.4%

38.3%

10.6%

5.7%

9.5%

1.1%

10 代・20代、30代 女

性 
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（３）住民の結婚・出産・子育てに関する意識や希望の調査 

①取り組みの重要度 

・住民の結婚・出産・子育てに関する意識や希望として、飯塚市の取り組みの今後への期待「重要

度」をみると、「子どもを産み育てやすい子育てのまちづくり」が最も高い。 

 

 

 

 

 
 

※上記グラフの数値は、項目ごとに、その重要度を、高い：５、やや高い：４、ふつう：３、やや低い：２、低い：１

の５段階で評価していただいた結果を平均化した数値である。  

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

住環境の整備による快適で暮らしやすいまちづ

くり

子どもを産み育てやすい子育てのまちづくり

生涯にわたり健幸で幸せに暮らせる「健幸都市

づくり」

駅周辺の賑わいや交流を創出する地域拠点づく

り

防災、防犯、交通安全対策による安心・安全な

まちづくり

本市固有の自然、歴史・文化遺産を活かした街

の魅力づくり

産業・大学・行政連携による新産業の創出

地域の観光資源を活用した魅力あふれる観光の

まちづくり

企業活動の支援や企業誘致の促進による産業の

振興

生涯学習、地域スポーツなど多様な市民活動の

活性化

徒歩や自転車生活できるコンパクトなまちづく

り

高齢者や障がいのある人が暮らしやすい福祉の

充実

市民一人ひとりの人権が大切にされる人権尊重

のまちづくり

若者の定住、就業を支援する若い世代のための

まちづくり

地産地消の推進や食料の安全供給のための農業

振興

環境の保全やリサイクルに配慮した環境にやさ

しいまちづくり

未来の飯塚市を担う時代に対応した人材育成の

ための教育環境づくり

商店街の振興や施設の整備による中心市街地の

活性化

国際感覚あふれる人材育成や国際化に対応した

まちづくり

ふれあいや連帯感があるコミュニティ活動が活

発なまちづくり

市民と行政の協働によるまちづくり

男女が等しく社会参加でき、個性と能力を発揮

することができる環境づくり

その他

21.4 

34.0 

14.6 

11.0 

24.7 

0.9 

5.7 

1.1 

8.5 

2.9 

8.7 

12.5 

1.9 

16.0 

1.1 

2.3 

7.2 

11.4 

2.5 

3.0 

2.9 

2.5 

3.8 

18.2 

39.3 

15.4 

8.0 

24.2 

0.6 

3.1 

1.3 

5.3 

0.7 

10.4 

16.7 

2.7 

17.6 

2.0 

2.3 

9.2 

13.2 

2.1 

2.1 

1.3 

1.9 

2.6 

図 9 取り組みの重要度 

【市民アンケート】 

 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

24.0

32.3

18.9

8.3

22.4

0.8

4.7

1.2

12.2

1.6

9.4

16.5

1.6

15.0

3.1

3.5

5.5

11.4

1.2

0.0

2.0

2.8

2.4

23.3

41.8

17.6

4.5

23.6

0.9

1.5

1.2

2.7

0.6

12.1

17.9

3.9

17.0

0.9

3.0

9.4

8.5

1.2

3.6

0.9

0.9

2.7

10 代・20 代・30 代男女別 全 体 

男 性 

女 性 
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②結婚等について 

・結婚していない人が全体で 34.6％を占める。特に男性は 44.3％が結婚していない。女性で結婚

していない人は 30.6％となっている。 

 

 

 

 

 

 
 

 

63.4%

2.0%

34.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

結婚している

結婚したが、離別・死別した

結婚していない

全体

55.7%

0.0%

44.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

結婚している

結婚したが、離別・死別した

結婚していない

男性

66.7%

2.8%

30.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

結婚している

結婚したが、離別・死別した

結婚していない

女性

図 10 結婚の状況（単一回答） 

【結婚、出産、子育てに関するアンケート】 

※結婚、出産、子育てに関するアンケートの対象者は、市民アンケート対象者のうち、18～39 歳の方。 
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③結婚に対する考え 

・全体では、「時期にとらわれていないが結婚したい」が 40.3％で最も高く、「できるだけ早く、ま

たは、早めに結婚したい（18.1％）」を合せると、既に「結婚したい」と考えている人は 58.4％

となっている。一方で、「結婚はまだ考えていない」が 36.1％となっている。 

・性別でみると、男性は「結婚はまだ考えていない」の割合が最も高い 46.2％となっている。 

 

 

 

 

 

  

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

できるだけ早く、または、早めに結婚した

い

時期にとらわれていないが結婚したい

結婚はまだ考えていない

結婚したくない

18.1%

40.3%

36.1%

5.6%

全体

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

できるだけ早く、または、早めに結婚した

い

時期にとらわれていないが結婚したい

結婚はまだ考えていない

結婚したくない

15.4%

30.8%

46.2%

7.7%

男性n=26

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

できるだけ早く、または、早めに結婚した

い

時期にとらわれていないが結婚したい

結婚はまだ考えていない

結婚したくない

19.6%

45.7%

30.4%

4.3%

女性n=43

図 11 結婚に対する考え（単一回答） 

【結婚、出産、子育てに関するアンケート】 

※結婚、出産、子育てに関するアンケートの対象者は、市民アンケート対象者のうち、18～39 歳の方。 
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④結婚しない理由 

・全体では「結婚する必要性を感じない」が 30.0％で最も高い。 

・男性では「結婚後の生活が不安」と「結婚する必要性を感じない」が最も高く、ついで「適当

な相手にまだめぐり会わない」「安定した仕事に就いていない」の順となっている。 

・女性では「結婚する必要性を感じない」が最も高く、ついで「適当な相手にまだめぐり会わな

い」と「仕事や学業を優先したい」となっている。 

 

 

 

 

 

  

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

適当な相手にまだめぐり会わない

自分や相手がまだ若すぎる

安定した仕事に就いていない

結婚資金や生活など、金銭的な余裕がない

仕事や学業を優先した

結婚後の生活が不安

交際相手が結婚をまだ望んでいない

結婚する必要性を感じない

気楽さや自由さを失いたくない

その他

全体

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

適当な相手にまだめぐり会わない

自分や相手がまだ若すぎる

安定した仕事に就いていない

結婚資金や生活など、金銭的な余裕がない

仕事や学業を優先した

結婚後の生活が不安

交際相手が結婚をまだ望んでいない

結婚する必要性を感じない

気楽さや自由さを失いたくない

その他

男性

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

適当な相手にまだめぐり会わない

自分や相手がまだ若すぎる

安定した仕事に就いていない

結婚資金や生活など、金銭的な余裕がない

仕事や学業を優先した

結婚後の生活が不安

交際相手が結婚をまだ望んでいない

結婚する必要性を感じない

気楽さや自由さを失いたくない

その他

女性

図 12 結婚しない理由（単一回答） 

【結婚、出産、子育てに関するアンケート】 
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⑤子どもについて 

・「ほしいと思っている」が 53.2％となっている。 

・理想とする子どもの人数は「２人」が 51.3％、「３人」が 38.7％であるのに対し、最終的に予

定している子どもの人数は「２人」が 60.2％、「３人」が 28.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

ほしいと思っていいる

迷っている

ほしいと思わない

53.2%

16.1%

30.7%

合計n=205

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

0人

1人

2人

3人

4人

5人以上

0.8%

1.7%

51.3%

38.7%

5.9%

1.7%

理想の子どもの数n=119

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

0人

1人

2人

3人

4人

5人以上

1.7%

6.8%

60.2%

28.0%

3.4%

0.0%

最終的に持つ予定の子どもの数n=118

図 13 子どもの希望（単一回答） 
【結婚、出産、子育てに関するアンケート】 

図 14 理想とする子どもの人数（単一回答） 
【結婚、出産、子育てに関するアンケート】 

図 15 最終的に予定している子どもの人数（単一回答） 
【結婚、出産、子育てに関するアンケート】 
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⑥子どもをつくることに迷っている・ほしいと思わない理由 

・「子育てや教育にお金がかかる」が最も高く、ついで「妊娠・出産は自分（妻）が体力的に不安

だ」の順となっている。 

 

 

 

 

 

  

0.4

0.8

0.1

-1.1

0.6

1.5

0.4

-0.1

-0.2

0.4

0.0

-1.1

-1.2

-0.5

-0.8

-0.5

0.3

0.3

0.0

-1.1

-1.2

-1.5 -1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

出産にお金がかかる

妊娠・出産は、自分（妻）が体力的に不安だ

自分（妻）が高齢で出産することが不安だ

現在の医療体制では不安だ

体力的に子育ては不安だ

子育てや教育にお金がかかる

子育てやは精神的に負担だ

子育てに自信が無い

保育所などが利用できそうにない

子育て家庭への公的な経済的支援が十分ではない

仕事を続けられない

家族が子育てに協力してくれない

他に世話をしなければならない家族がいる

職場で育児を伴う休暇制度等が利用できない

職場が子育てに協力的でない

雇用が不安定である

収入が少ない

自由な時間がなくなる

今の生活パターンを変えたくない

子どもを産み育てる意味を見出せない

子どもがすきではない

全体

図 16 子どもをつくることに迷っている・欲しいと思わない理由 

【結婚、出産、子育てに関するアンケート】 

※結婚、出産、子育てに関するアンケートの対象者は、市民アンケート対象者のうち、18～39 歳の方。 

※グラフの数値は、そう思う、どちらかといえばそう思う、どちらかといえばそう思わない、そう思わない  

の４段階で評価していただいた結果をポイント換算（そう思う：2、どちらかといえばそう思う：1、 

どちらかといえばそう思わない：-1、そう思わない：-2）し平均化した数値である。 
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（４）地方移住の希望に関する調査 

①転出者に対するアンケート調査 

・転出先は「福岡市」「福岡県内（福岡市、嘉麻市以外）」が 26.8％で最も多く、ついで「九州各

県（福岡県以外）」の順となっている。 

・転出理由は「仕事の都合」が 63.0％で最も多く、ついで「結婚のため」が 13.0％となっている。 

・飯塚市への居住意向については「住みたいと思う」が 60.4％で最も多い。 

 

 
 

 

 

 

26.8%

1.8%

26.8%

14.3%

12.5%

5.4%

7.1%

3.6%

1.8%

0.0%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

福岡市

嘉麻市

福岡県内…

九州各県…

関東地方

中部地方

関西地方

中国地方

北海道

沖縄県

東北地方

63.0%

9.3%

1.9%

13.0%

3.7%

1.9%

7.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

仕事の都合

学校の都合

住宅の都合

結婚のため

親族と同居

住環境

その他

60.4%

14.6%

25.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

住みたい

住みたくない

わからない

図 17 転出先（単一回答） 

図 18 転出理由（単一回答） 

図 19 居住意向（単一回答） 
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②転入者に対するアンケート調査 

・転入前の居住地は「福岡県内（福岡市、嘉麻市、田川市・田川郡以外）」が 33.3％で最も多く、

ついで「福岡市」の順となっている。 

・転入理由は「仕事の都合」が 62.1％で最も多く、ついで「学校の都合」が 13.6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

19.0%

3.2%

4.8%

33.3%

12.7%

7.9%

9.5%

3.2%

1.6%

3.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

福岡市

嘉麻市

田川市・田川郡

福岡県内（福岡市・嘉麻市・田川市・田川郡以外）

九州各県（福岡県以外）

関東地方

関西地方

中国地方

四国地方

中部地方

北陸地方

東北地方

沖縄県

北海道

国外

62.1%

13.6%

0.0%

10.6%

3.0%

1.5%

9.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

仕事の都合

学校の都合

住宅の都合

結婚のため

親族と同居

住環境

その他

図 20 転入前の居住地（単一回答） 

図 21 転入理由（単一回答） 
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（５）高校、専門学校、大学等卒業後の地元就職率の動向や進路希望の調査 

①高校生アンケート調査 

・進路は、「進学」が 83.6％を占める。 

・就職地・進学地は、「県内他市町村」が 47.5％と最も高い。「飯塚市」は 26.0％となっている。 

・就職地・進学地を性別でみると、男性は女性に比べて「飯塚市」と「県外」が高く、女性は男性

に比べて「県内他市町村」が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

83.6%

11.2%

3.6%

1.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

進学

就職

分からない

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

飯塚市

県内他市町村

県外

国外

26.0%

47.5%

20.6%

0.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

飯塚市

県内他市町村

県外

国外

27.7%

47.0%

24.2%

1.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

飯塚市

県内他市町村

県外

国外

26.9%

53.2%

19.2%

0.8%

図 22 進路（単一回答） 

図 23 就職地・進学地（単一回答） 

全 体 

男 性 

女 性 
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・飯塚市への居住意向は、「分からない」が 39.2％で最も高い。 

・「住みたい（「住みたい」「どちらかといえば住みたい」の合計）」は 29.7％、「住みたくない

（「どちらかといえば住みたくない」と「住みたくない」の合計）は 31.1％となっている。 

 

 

 

 

  

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

住みたい

どちらかといえば住みたい

どちらかといえば住みたくない

住みたくない

分からない

9.8%

19.9%

13.3%

17.8%

39.2%

図 24 飯塚市への居住意向（単一回答） 



22 

 

②大学生アンケート 

・希望の就職地は「市外（県内）」が 42.5％、「県外」が 40.2％、「市内」は 15.4％となっている。 

・希望の就職地を性別でみると、男性は「県外」が最も高く、女性は「市外（県内）」が最も高い。 

・飯塚市への居住意向は「住みたくない」が 36.9％で最も高く、「どちらかといえば住みたくない」

を合わせると 6割を超える。「住みたい」「どちらかといえば住みたい」は合わせて 16.8％となっ

ている。 

 

 

 

 

 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

市内

市外

県外

国外

15.4%

42.5%

40.2%

1.9%

全 体

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

市内

市外

県外

国外

8.6%

40.0%

49.1%

2.3%

男 性

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

市内

市外

県外

国外

28.6%

47.3%

23.1%

1.1%

女 性

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

住みたい

どちらかといえば

住みたい

どちらかといえば

住みたくない

住みたくない

分からない

6.2%

10.6%

23.7%

36.9%

21.2%

図 25 希望の就職地（単一回答） 

図 26 飯塚市への居住意向（単一回答） 
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（６）調査結果の分析 

方面・男女・年齢階級別転入超過数グラフ及び（２）～（５）までの調査結果を踏まえ、人口減

少対策に関する分析を以下に整理します。 

 

①人口減少対策全般： 

「働く場の確保」と「結婚や子育て支援」の取り組みが求められる 

・人口減少対策として、「働く場の確保」や「結婚や子育ての支援」が強く望まれている。特に、10

代・20 代の女性及び 30代の世代においては「結婚や子育ての支援」を望む割合が高く、「結婚や子

育て支援」の取り組みが求められる。 

・本市の取り組みの今後への期待「重要度」についても、「子どもを産み育てやすい子育てのまちづく

り」が最も高く、「子育て支援」の取り組みが求められる。 

・現戦略策定時と比較すると、「働く場の確保」の割合が多少減少し、「教育環境の充実」や「道路や

公共交通などの生活基盤の充実」の取り組みついての割合が高くなっている。 

 

②結婚・出産・子育てについて： 

金銭面の負担軽減と安定した雇用の確保や結婚に対する関心を高めるための取り組み

が求められる 

・子どもについて、理想とする子どもの人数に対して最終的に予定している子どもの人数が少なく、

その背景として「お金の問題」が一因となっていることから、子どもを多く産み育てられる環境づ

くりが必要で、金銭面の負担軽減と安定した雇用の確保に向けた取り組みが求められる。 

・併せて、妊娠・出産に対する健康面での不安が高いことから、高齢出産に対する医療体制や、晩婚

化を解消するための出会いの場づくりの取り組みや、結婚に対する関心を高めるための取り組みが

求められる。 

・現戦略策定時と比較すると、理想とする子どもの人数及び最終的に予定している子どもの人数とも

に、0または 1人と回答した割合が減少し、2人以上と回答した割合が増加している。 

 

③移住について： 

福岡都市圏への転出が顕著であり、同圏域からの転入が少ない現状への対策が必要で

ある。 

・「方面・男女・年齢階級別転入超過数グラフ」より 20代に福岡都市圏へ転出したのち、30 代以降に

おいても本市へ戻ってくる人数は少ない。また、転入理由に「住宅の都合」を選択した方がおら

ず、福岡都市圏へ 1時間程度の通勤圏である立地と福岡都市圏との土地の価格の比較等を用いて、

転入を促進する必要がある。 

また、「仕事の都合」に伴う流出に関しては、転職や新規就業等に伴う過度な転出を防ぐことが求め

られる。さらに、住環境のさらなる魅力向上による本市への定住促進も考えられる。 
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④若い世代の定住について： 

まちの魅力向上や大学生のまちに対する愛着の醸成が求められる 

・本市に「住みたい」割合は、高校生アンケート調査では 29.7％、大学生アンケートでは 16.8％であ

り、「住みたくない」割合は、高校生アンケート調査では 31.1％、大学生アンケートでは 60.6％と

なっている。 

・大学生は市外出身者が約８割を占めており、地域に対する愛着が希薄であること、また、就職の問

題や市外の他地域に対する憧れなどがあるものと考えられる。 

・人口移動分析でも示したように、本市の人口移動は、市内への大学進学に伴い転入超過になること

が最大の強みであり、大学生に「飯塚市に住みたい」と思ってもらえるようなまちの魅力向上や、

まちに対する愛着の醸成が求められる。 

・現戦略策定時と比較すると、高校生の「住みたい」割合と「住みたくない」割合が逆転し、高校生

においても飯塚市への居住意向が低下している。シビックプライドを醸成、促進する取組みが求め

られる。 
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○人口対策における基本的な視点 

第 1 次飯塚市まち・ひと・しごと創生総合戦略において、2060（令和 37）年の人口を 10 万人と設定

しています。 

図 5において、第 1次飯塚市まち・ひと・しごと創生総合戦略と第 2次飯塚市まち・ひと・しごと創

生総合戦略の独自推計における人口推計はほぼ同数となっていることから、引き続き第 2 次飯塚市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略における人口目標は、2060（令和 37）年の人口を第 1 次と同じく 10 万

人とし、2065（令和 42）年の人口を 99,000 人とします。 

また、転出が多い福岡都市圏と東京圏への取り組みが必要です。 

福岡都市圏への対策としては、勤務先が福岡市で、持家を取得する意向がある子育て世代をターゲッ

トにするなど、転入を増加させるよう施策に取り組んでいく必要があります。 

東京圏への対策としては、ＵＩＪターン希望者への施策に取り組んでいく必要があります。 
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図27 本市における独自推計比較

第2次総合戦略の独自推計

第1次総合戦略の独自推計
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◆国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の方向性 

・地方にしごとをつくり安心して働けるようにする、これを支える人材を育て活かす 

・地方への新しいひとの流れをつくる 

・若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる、誰もが活躍できる地域社会をつくる 

・時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する 

 

◆飯塚市における 3 つの基本目標 

現戦略に掲げる基本的方向性を引き継ぎ、国の方向性を踏まえながら第 2 次戦略の基本目標の

実現に向けた基本施策とそれに付随する数値目標を設定します。 

基本目標Ⅰ 地域を元気にするしごとづくり 

基本目標Ⅱ 未来を創るひとづくり 

基本目標Ⅲ 次代を牽引する魅力あふれるまちづくり 

 

 ◆飯塚市における SDGs の目標～持続可能な開発目標（SDGs）～ 

持続可能な開発目標（SDGs）とは、2001 年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の

後継として、2015年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジ

ェンダ」にて記載された 2016 年から 2030年までの国際目標です。持続可能な世界を実現す

るための 17 のゴール・169 のターゲットから構成され、地球上の誰一人として取り残さない

（leave no one behind）ことを誓っています。SDGs は発展途上国のみならず、先進国自身

が取り組むユニバーサル（普遍的）なものであり、日本としても積極的に取り組んでいます。 

この戦略においても、SDGｓのターゲット達成につながるものと考えています。 

 

 

 

 

 

 

●．基本目標 
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数値目標 

評価指標 
基準値 

〔2016（H28）年度〕 

目標値 

〔2024（Ｒ6）年度〕 

生産年齢人口 
75,180 人 

(2015(H27)年国勢調査) 

66,868 人 

(2025(R7)年 4 月 1 日時点) 

市内事業所数 5,317 5,317（維持） 

 

基本的な方針 

大学や産業支援機関、研究機関、医療機関等が集積している強みを活かし、医工学連携をはじ

めとした新産業の創出、地場産業の育成と企業の立地を推進するなど、若者を含めた新たな雇用

の創出と地域活性化を図ります。 

また、姉妹都市サニーベール市（米国）との交流事業をはじめとした国際交流事業をもとに、

雇用創出や地域経済の活性化につながる経済交流を推進することにより、国際都市化を図りま

す。 

 

 

 

① 創業の支援 

関係機関と連携しながら、総合的な創業支援を強化することにより、若者を含めた新たな雇用

の創出と地域活性化を図ります。 

また、中心市街地の空き店舗等を活用するなど地域資源の利活用を図ります。 

さらに、市内 3 大学及び第一薬科大学などとの包括協定などを含めた連携を積極的に進め、

大学の知的資産や人材等を活用した活気ある地域の創出を図ります。 

 

 

 

 

 

●．施策の基本的方向 

基本目標Ⅰ 地域を元気にするしごとづくり 
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具体的な事業 

○がんばる農業応援事業 

新規就農者人材発掘・定着促進のための研修開催、農地賃借料・農業用機械導入に対す

る助成 

○スマートフォンアプリコンテスト事業 

スマートフォンアプリの開発コンテストを実施し、市内学生・エンジニア・IT 企業等と

の交流の場を創出し、IT 技術者が集まる飯塚の発信 

○新産業創出支援事業 

新しい産業・ビジネスの起業を考えている方へ低額の使用料でオフィスを提供 

○経営コンサル・各種アドバイザー派遣事業 

経営／財務／マーケティング／法律／国際／特許／技術／販路拡大等の支援を行うイン

キュベーションマネージャーを確保することで、市内企業に対する支援 

目標達成指標(KPI) 
基準値 

〔201８（H30）年度〕 

目標値 

〔2024（Ｒ6）年度〕 

創業支援による創業数 19 件 算定中 

検討する事業等 
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② 地場企業の育成・企業立地の促進 

地場企業や大学間の交流機会の創出や企業の情報発信強化や販路開拓・人材育成支援事業を進

め、地場企業の育成を図るとともに、飯塚市の地域特性を活かしながら、本社機能の誘致を含め

た企業の立地促進に取り組み、企業と市内の高校生、大学生を含む求職者のマッチング支援、特

産品や新商品開発支援等により、地域経済の活性化を図ります。 

具体的な事業 

○農産加工品ブランド化推進事業 

飯塚市の資源を最大限に活用できるよう、農産物を活用した新商品開発及び企画、開発

した新商品の販路開拓を行うことにより、飯塚市の地域経済の活性化を推進 

○企業立地促進補助金交付事業 

市内で新たに事業を展開し、又は事業所を増設若しくは移設しようとする事業者に対し

て補助金を交付し、指定産業の集積及び活性化並びに市民の雇用機会の拡大を推進 

○大学生地域交流活性化支援事業 

市内中心部に住民や学生等が訪れやすい場を拠点とし、地域の企業関係者が交流できる

施策との連動や最新技術の提供等を通じて、時代に応じた学生の育成、住民や学生の感

性や創造力を活かした企業の商品開発や経営革新を促進し、地域への人材定着や地域活

性化の推進 

○新技術・新製品開発補助事業 

研究開発事業を行う中小企業者に対して交付することにより技術開発力の向上及び製品

の高付加価値化を推進し、地場産業を振興 

○販路開拓支援事業 

優れた商品を開発し販路開拓に積極的に取り組む市内の中小企業者へ支援を実施 

目標達成指標(KPI) 
基準値 

〔201８（H30）年度〕 

目標値 

〔2024（Ｒ6）年度〕 

支援による就職者数 38 人 算定中 

検討する事業等 
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➂ 国際経済交流の推進 

姉妹都市サニーベール市（米国）や成長著しいアジア諸国との経済交流の推進により、大学や

研究機関が集積している本市の地域特性を活かし、外国人材の活用を含めた新たな雇用の創出を

図ります。 

具体的な事業 

○アジア経済交流推進事業 

 市内企業の海外進出や販路拡大を行う上での活動支援やセミナーを開催する。外務省

との共催による、駐日外交団の地方視察を実施する。また、外国語が堪能で海外駐在経

験のある海外経済交流支援員（地域おこし協力隊）を活用した海外事業展開を推進 

○起業家育成支援事業 

 世界中の起業家からの斬新なアイデアを競うスタートアップワールドカップ（ＳＷＣ）

の、日本予選における地方大会を実施する。新たな起業家支援の取り組みをとおして、

地場企業への影響や市の魅力向上を推進 

目標達成指標(KPI) 
基準値 

〔201８（H30）年度〕 

目標値 

〔2024（Ｒ6）年度〕 

海外進出セミナー等への参加企業

数 
15 社 算定中 

検討する事業等 
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数値目標 

評価指標 
基準値 

〔2018（H30）年度〕 

目標値 

〔2024（Ｒ6）年度〕 

年少人口 
16,411 人 

(2015(H27)年国勢調査) 

15,927 人 

(2025(R7)年 4 月 1 日時点) 

市内の小学校・中学校 

児童・生徒数 

9,887 人 

（2018 年 5 月 1 日） 

9,595 人※ 

（2024 年 5 月 1 日） 

※年少人口の目標値／基準値の割合（＝97.05％）を市内の小学校・中学校生徒数の基準値へ適用し、目標値を算出 

基本的な方針 

男女の出会いの機会を設けるとともに、子育て世代の移住・定住を促進するため、妊娠期から

子育て期に渡る総合的な相談支援体制の整備と多様化するニーズに応じた保育サービスの充実

を図り、圏域はもとより都市圏との良好なアクセスを活かした移住・定住の促進を図ります。 

また、学力向上を重点課題とし、その土台となる豊かな人間性の育成と体力向上をめざした小

中一貫教育の推進、ＩＣＴの利活用や特色ある学校教育の充実に取り組み、自らの力で生き方を

選択できるよう必要な能力や態度を身に付けられるようにキャリア教育を推進します。 

さらに、友好都市サニーベール市（米国）との交流事業をはじめとした国際交流事業の推進に

取り組み、国際的に活躍できるグローバル人材の育成を図り、高校から大学への高等教育支援と

就学支援を行い、次代を担う人材の育成を図ります。 

 

 

①  妊娠・出産・子育ての一貫した支援と環境の充実 

不妊治療への助成、子育てガイドブック作成・配布、子ども医療費の助成などとともに、関係

機関と連携した相談支援体制の整備・充実、産前産後の支援など希望や状況に応じて選択できる

ように、一貫した支援の充実に努めます。 

また、保護者が安心して子どもを預けることができるように、保育所・認定こども園など子育

て支援施設の整備や街なか子育て広場などの利活用を推進し、保育士の人材確保対策、延長保育

や休日等の一時保育事業など、子育て環境の整備に努めます。 

 

 

基本目標Ⅱ 未来を創るひとづくり 
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具体的な事業 

○妊婦健康診査事業 

医療機関や助産所に委託し妊婦に対する健康診査を実施する。また、妊婦 1 人に 14 回

分の補助券を母子健康手帳交付時に発行 

○産前・産後生活支援事業 

妊産婦へ産前・産後において体調不良等により家事・育児の支援が必要な際に、支援員

を派遣 

○ファミリーサポートセンター事業 

子育て中の保護者等を対象に相互援助活動に関するマッチングを行い、地域での子育て

支援の充実を推進 

○子育て短期支援事業 

保護者が疾病等で過程において未就学児を養育することが一時的に困難となった場合

に、宿泊、平日夜間、休日昼間に保育を実施 

○病児保育事業 

保護者が勤務等の都合で病児を保育できない場合に、医療機関で一時的に保育を実施 

○休日等子育て支援事業 

保護者が日曜・祝日等に仕事や冠婚葬祭等により家庭で看る事ができない小学校１年生

から６年生の児童を預かり、子育てを支援 

○保育士修学資金貸付事業 

市内の私立保育所等で常勤保育士として勤務しようとする学生へ一定要件を満たすと全

額返済免除となる就学資金の貸付を行い、保育士の確保による保育体制の充実を促進 

○保育士生活資金貸付事業 

市内の私立保育所等で常勤保育士として新規採用された保育士へ一定要件を満たすと全

額返済免除となる生活資金の貸付を行い、保育士の確保よる保育体制の充実を促進 

○子ども医療費助成事業 

子どもの疾病又は負傷について、医療保険各法の規定による医療に関する給付が行われ

た場合において、本人の自己負担分相当額（一部自己負担金を除く）を支給 

目標達成指標(KPI) 
基準値 

〔201８（H30）年度〕 

目標値 

〔2024（Ｒ6）年度〕 

合計特殊出生率 1.75（H29） 1.75 

待機児童数 28 人 0 人 
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検討する事業等 

○産後ケア事業 

助産師などの専門職により、産婦人科や助産院等での宿泊・デイサービス・訪問等を行

い、母親の身体的回復と心理的な安定を促進するとともに、母親自身がセルフケア能力

を育み、母子とその家族が健やかな育児ができるよう支援 

②  特色ある学校教育の推進 

子どもの健やかな成長に向け、小中一貫教育の推進を図るなど教育環境の整備とともに、多層

指導モデルＭＩＭ（ミム）、協調学習等、特色ある学校教育を進め、「かしこく」「やさしく」

「たくましい」子どもの育成に努めます。 

また、ＩＣＴ機器導入による効果的な学習を充実させ、児童生徒の能力の向上を図るとともに、

徹底反復学習や、大学生・高齢者などによる放課後子ども教室推進事業などを通じて、社会で生

活していく上での基礎となる確かな学力を育みます。 

さらに、友好都市サニーベール市（米国）との交流事業をはじめとした国際交流事業の推進を

図るとともに、英語などの外国語の実践的な学習を充実させることで、国際的に活躍できるグロ

ーバル人材の育成を図ります。 

小学校、中学校、高校、大学と一貫した教育施設があることから、各教育施設の連携を推進し、

活力ある学園都市の形成を図ります。また、高等教育への就学支援等により、次代を担う人材の

育成に努めます。 

具体的な事業 

○スクールサポーター配置事業 

スクールサポーターを学校へ派遣し、当該校の職員と一緒に問題行動等生徒指導上の問

題や不登校に対応する。また、警察や学校と連携を取りながら、問題行動の未然防止や

重症化を防止 

○スクールカウンセラー等配置事業 

小・中学校において、児童生徒、保護者や教職員等からの相談に対応するため、スクー

ルカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門家を配置し、複雑化・多様化す

る相談に、より専門的な見地から早期に対応 

○外国人児童生徒教育支援事業 

市内の小・中学校に在籍している外国人児童生徒を教育的配慮により小学校 1 校を拠点

とし、外国人児童生徒が通学または拠点校からの講師の派遣により、日本語指導や外国

語活動及び国際理解教育に力を入れて取り組むことで外国人児童生徒が安心して学び通

学する環境を整備すると共に、国際理解教育の充実を促進 
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○就学校指定事業 

児童生徒が適切に就学の機会を得て、学校へ通学できるよう通学区域を弾力的に運用し、

区域外通学の管理・運営を実施 

○小中学校特色ある教育活動事業 

児童・生徒に必要な「生きる力」を育成することを目的とし、学力・体力アップを目的

とした事業、各種の活動を通じての体験型事業、大学との連携による協調学習等、各学

校で企画・立案する魅力的な教育活動に対する支援 

○小中学校 ICT 活用推進事業 

ICT 研究指導員を配置し、「①教育研究所との協働による調査研究や教材開発の支援、研

修の企画立案」「②学校での教員への個別指導、及び授業支援・校務支援」「③ICT 活用

のノウハウや相談・トラブル対応事例などの情報共有」を実施 

○放課後子ども教室推進事業 

児童の学習に対する意欲の向上や基本的な生活習慣の習得等を図るために、ニュースポ

ーツ、ものづくり、英会話、カルタ、書道、そろばん、料理、体力アップ講座など、様々

な体験・交流・学習プログラムを提供 

○子どもの読書活動充実事業 

各小学校での「家読」の啓発を行い、家族で同じ本を読んだり、本の感想を話したりす

ることで、読書活動の充実を促進 

目標達成指標(KPI) 
基準値 

〔201８（H30）年度〕 

目標値 

〔2024（Ｒ6）年度〕 

全国標準学力検査ＮＲＴ(国語、

算数)、標準学力分析検査（国語、

数学）の正答率（全国平均を

100） 

110.9％ 算定中 

検討する事業等 
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数値目標 

評価指標 
基準値 

〔2018（Ｈ30）年度〕 

目標値 

〔2024（Ｒ6）年度〕 

老年人口 
37,555 人 

(2015(H27)年国勢調査) 

40,353 人 

(2025(R7)年 4 月 1 日時点) 

社会増減数※ ▲168 人 0 人 

※『福岡県 人口移動調査第 4表 年齢別、移動方向別転入者』及び『同 第 5表 年齢別、移動方向別転出者』の平成 30年 1月から

12月までを集計した差により算出 

 

基本的な方針 

本市のまちづくりの中核に位置づけられている、すべての人が健康でいきいきと笑顔で暮らせ

る「健幸都市」の実現に向け、フレイル予防など長期的かつ横断的な視点に立った施策を推進す

るとともに、心豊かでいきいきと暮らせる健康長寿社会の形成に取り組みます。 

本市と福岡・北九州都市圏を結ぶ広域交通を活かし、主要鉄道駅やバスターミナルの交通結節

機能の強化や、交通結節点と都市機能施設、観光交流施設、市内各地域を結ぶ交通ネットワーク

の強化を図り、アクセス性や周遊性の向上、各地域の生活利便性の向上を図るため、拠点連携型

都市を推進します。 

また、「住みたいまち 住みつづけたいまち」であり続けるため、本市の特性である医療の集

積を活かし、医療・介護・福祉の総合的な連携による地域の包括的な支援・サービス体制の構築

を推進します。 

あわせて、本市の魅力を効果的に発信するシティプロモーションを推進するとともに、福岡・

北九州都市圏との近接性や本市固有の地域資源を活かし、交流人口拡大に向けた観光振興から関

係人口への発展、移住・定住化の促進に向けた取り組みを進めます。 

さらに、地域コミュニティを醸成し、地域の繋がりを育むため自治会、まちづくり協議会、Ｎ

ＰＯ法人、ボランティア団体等との連携を進め、「交流・コミュニケーション」によって地域の

活力が持続する安全・安心の協働のまちづくりに取り組みます 

Society 5.0（※1）の実現に向け、まちづくりに取り組みます。 

 

※1 必要なもの・サービスを、必要な人に、必要な時、必要なだけ提供し、社会のさまざまなニー

ズにきめ細かに対応でき、あらゆる人が質の高いサービスを受けられ、年齢、性別、地域、言語と

いったさまざまな違いを乗り越え、活き活きと快適に暮らすことのできる社会 

 

 

基本目標Ⅲ 次代を牽引する魅力あふれるまちづくり 
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※『福岡県 人口移動調査第 5表 年齢別、移動方向別転出者』の平成 30年 1月から 12月までを集計し算出 

 

 
① 健幸で魅力あふれるまちづくりの推進 

健幸都市の実現に向け、あらゆる世代が身近に運動できる環境の整備に取り組み、医療・介護・

福祉の総合的な連携による包括的な支援・サービス体制の構築を推進することによって、健幸長

寿社会の形成を進めます。 

また、将来に渡る居住環境の維持・向上のため、交通事業者との連携による公共交通網の充実

に取り組み、自然災害による浸水等の被害を軽減し、安全・安心なまちづくりを行うため、国や

県など関係機関と連携しながら、防災・減災体制の推進を図り、拠点連携型の都市づくりを推進

します。 

 

具体的な事業 

○健幸ポイント事業 

健康無関心層に対し、行動変容を促すため、健康に関する自主的な活動や市が実施する

健康づくりに関する事業への参加を促進 

○健康ウォーキング事業 

ウォーキングを日常に取り入れるきっかけになることを目的に健幸ウォーキング大会を

実施 

○地域包括支援センター事業 

地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメント業務、総合相談支援事業、権利擁護

業務、包括的・継続的ケアマネジメント業務を提供することで、高齢者が住み慣れた地

域で自立した日常生活を営めるような体制を構築 

○健幸フレイル要望事業 

地域で生活する高齢者自ら介護予防に取り組むための動機づけとした簡易チェックを含

めた予防教室の実施、フレイル（高齢者の虚弱）予防を普及啓発する市民向け講演会、

事業を支援する市民によるフレイル予防サポーターの養成の開催を計画し、高齢者のフ

レイル予防を支援 

○まちづくり協議会活動推進事業 

買物弱者対策など各地域が主体的にまちづくりに取り組めるよう、まちづくり協議会へ

支援を実施 

目標達成指標(KPI) 
基準値 

〔201８（Ｈ30）年度〕 

目標値 

〔2024（Ｒ6）年度〕 

転出者数※ 5,080 人 4,995 人 

検討する事業等 
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※『福岡県 人口移動調査第 4表 年齢別、移動方向別転入者』の平成 30年 1月から 12月までを集計し算出 

 

 

② 次代を牽引する地域づくりの推進 

伊藤伝衛門邸、嘉穂劇場、筑豊ハイツ、サンビレッジ茜、長崎街道史跡、飯塚国際車いすテニ

ス大会、飯塚新人音楽コンクール大会、飯塚文化会館など地域資源を活用した観光・文化振興に

戦略的に取り組み、市内外に効果的なプロモーションを推進することで交流人口の増加を図り、

宿泊を伴う農業体験事業などの事業を検討し、関係人口の拡大を推進します。 

さらに地域住民の減少や高齢化などにより、空家の増加による地域環境の悪化や地域コミュニ

ティ力の低下などの課題に対し、住宅取得等の補助制度を活用し、空家対策や移住・定住の促進

を行います。 

具体的な事業 

○戸建て中古住宅取得補助事業 

築１５年を経過した戸建て中古住宅を、定住を目的として購入した転入者へ補助金を交

付 

○定住促進住宅改修補助事業 

市内施工業者により市内の住宅の改修を行う場合に補助金を交付 

○移住支援事業 

東京圏からの UIJ ターン者のうち、福岡県内の中小企業等に就業若しくは起業し、飯塚

市への移住者に対し、移住支援金を交付 

○交流人口活性化推進事業 

旧伊藤伝衛門邸などの文化観光施設や飯塚国際車いすテニス大会、東京パラリンピック

事前キャンプ地、新人音楽コンクールなどのスポーツ文化イベントにより、交流人口の

増加を推進 

○リノベーションまちづくり推進事業 

リノベーションによるまちづくりの啓発活動を行うことと併せ、居住誘導区域に位置付

けられた地域において、空き家や空き地等の地域資源を活用したまちづくりを推進 

○公園ストック再編事業 

人口減少・少子高齢化の進行等に対応し、地域ニーズを踏まえた利活用や都市の集約化

に対応した、効率的・効果的な公園の再編（存続、統合、廃止等）を計画し、再整備計

画を策定する。計画策定後に再整備事業を実施 

目標達成指標(KPI) 
基準値 

〔2018（Ｈ30）年度〕 

目標値 

〔2024（Ｒ6）年度〕 

転入者数※ 4,912 人 4,995 人 

観光入込客数 算定中 算定中 
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検討する事業等 

○移住者住宅取得奨励補助事業 

本市に筑豊地区以外から転入し、居住用の住宅を取得した方に対して、補助金を交付 



 1 

 

第２次飯塚市まち・ひと・しごと創生総合戦略 市民意見募集について 

 

１．概要説明 

現在策定中の第 2次飯塚市まち・ひと・しごと創生総合戦略について、素案を作成し

たため、市民からの意見を求め、寄せられた意見や要望、情報に対する市の考え方を明

らかにするとともに、当該意見等を考慮した計画策定を行うもの。 

 

２．周知方法 

市報及び市ホームページ （ＳＮＳ含む） 

 

３．募集期間 

令和元年 11 月 11 日（月）から 12 月 2 日（月） 

 

５．募集対象者 

（１）飯塚市に住所を有する人 

（２）飯塚市に通勤または通学している人 

 

４．閲覧場所 

飯塚市役所及び各支所、12 地区交流センター、イイヅカコミュニティセンター 

 

５．募集方法 

閲覧場所に直接提出（市民の声 投函箱を活用予定）、郵送、ＦＡＸ，電子メール 

 

６．提出先 

飯塚市 行政経営部 総合政策課 

 

 

4 常 任 委 員 会 共 通 資 料 2 

令和元年 11 月 5 日～22日提出 



4常任委員会共通資料3
令和元年11月5日～22日

シート番号 ①-1

計画

実績

進捗率

○

○

計画

実績

進捗率

○

○

○

0.0% 150.0% 175.0% 108.3% 108.3%

0件 0件 6件 7件 13件 13件

0件 4件 4件 4件 12件 12件

事業開始前 平成28年度 平成29年度 平成30年度 合計 検証年度までの累計

平成30年度

4人 6人 11人 14人

4人

90.9%

経済部 商工観光課
経済部 農林振興課

事業概要
「観光」を核として飯塚観光協会が事務局となり、関連機関で構成する協議会による「観光プラットフォーム」の仕組みを構築し、新規観光
ルートの開拓、筑豊で実った農産物を活用した新商品開発の企画及び開拓した観光ルートへの組み入れ、新商品の販路開拓・拡大を3本柱とし
た「観光ハブ」機能を強化する事業。

主な取組内容
（事業費内訳）

①観光プラットホーム化に向けた事業費
　（16,905千円：観光協会補助金、観光客等誘客事業委託料、従事職員2名分人件費、宣伝活動費 等）
②農業振興及び生産者の所得向上農産物のブランド化にかかる事業費（25,192千円：生産振興補助金、商品開発委託料）
③新規就農者の確保・育成にかかる支援事業費（1,036千円：農地賃借料等必要経費の補助、農業用機械の整備費補助 等）

飯塚市
総合戦略

目標値

事業名 地域お宝資源活用型産業創出事業

本市の基幹産業である農業の振興と活性化に向けて、新規就農者の確保が必要であり、参入希望者の呼び込みを継続して実施している。
安定した営農に従事するため農地確保の情報提供等、更なる支援の充実が必要である。

観光プラットホームのハブ機能を活用した新商品（リゾット・ドライベジ）の開発に成功し、販路拡大の取組みを行っている。
今後も新商品開発を継続することにより、農業者の生産所得向上をめざし、魅力ある農業経営の実現を推進していく。

事業開始前 平成28年度

35.7%

31人

【Ｃ】：目標値の50％以上を達成

【Ｄ】：目標値の50％未満

24人

77.4%

担当部局課

平成29年度

基本目標Ⅰ：「大学力と連携し、地域経済を牽引するまちづくり」に設定する数値目標
（5年間での支援による「新規雇用者数420人」）

事業終期

地域農業の活性化に向けた農業者人口の増加を目的として、新規就農者確保を推進して
いるが、年間目標人数には至らなかった。

●観光プラットホームにより大学と連携して取組んだ事業件数
ブランドとなる新商品の開発・新商品のモニタリング・観光ルートの開発
PR事業(ﾎﾟｽﾀｰ・ﾁﾗｼ・PR動画)・販路開拓・次のブランド化に向けた準備
計　7件

【Ｄ】：目標値の50％未満

単年度
評価

【Ａ】：目標値を達成した

【Ｂ】：目標値の70％以上を達成

【Ｄ】：地方創生に対して効果がなかった（ＫＰＩの達成状況が事業開始前よりも悪化もしくは取組みが改善したと言い難い）

9人 10人 5人

150.0%

24人

77.4%

【Ｂ】：目標値の70％以上を達成

【Ｃ】：目標値の50％以上を達成

【Ｄ】：目標値の50％未満

【Ａ】：地方創生に非常に効果的であった（全てのＫＰＩが目標値を達成するなど、大いに成果が得られたとみなせる）

【Ｂ】：地方創生に相当程度効果があった（一部のＫＰＩが目標値を達成しなかったが、概ね成果が得られたとみなせる）

【Ｃ】：地方創生に効果があった（ＫＰＩの達成状況は芳しくなかったが、事業開始前よりも取組みが改善したとみなせる）

目標達成
への

課題等

今後の
取組の
方向性

総合
評価

【Ａ】：目標値を達成した

交付金事業の
地方創生への効果

重要業績
評価

(KPI)②

重要業績
評価

(KPI)①

重要業績
評価

(KPI)①

総合
評価

【Ａ】：目標値を達成した

【Ｂ】：目標値の70％以上を達成

【Ｃ】：目標値の50％以上を達成

合計

●平成30年度に支援によって新規に就職(農)した人数
①新規就農総合支援事業・がんばる農業応援事業の新規就農者：3人
②がんばる農業応援事業の単なる相談以外の就農支援者数：2人
③起業力アップのための産学交流事業におけるプロジェクト創出分：0人

指標 支援による新規就職者数

平成３０年度　地方創生交付金対象事業検証シート（①推進交付金）

効果発現
要因

目標達成
への

課題等

今後の
取組の
方向性

新規就職（農）者数（31件）のうちの１年間の人数
①観光協会職員：1人　②年間新規就農者10人（内訳）H28-H30の3年間×10件

検証年度までの累計

31人

平成28年4月 平成31年3月

事業検証にかかる
委員意見（抜粋）

委員の判定の状況（有効であった：5　有効とはいえない：8　）

これまでよりも就業への期待値が上昇してあれば、有効であってと言えるが、いかに継続するかが重要である。また、大学との連携に関して
も、この観光プラットホームをどう継続、もしくは拡充していくかがはっきりとしない点に問題がある。とはいえ、プラットホームが機能し
たことは評価する。今後の発展に期待する。
あくまでも第一ステップとして有効。今後、事業継続により、成果が出るような工夫が必要。
日本酒とリゾットの開発が事実上、目的化しており、観光プラットフォームによる雇用創出は見えない。観光協会を中心組織に置く必然性に
疑問を感じる。そこまでの能力がある組織とは思えない。
新規就業者数未達、連携事業者数、実質未達。難しい取り組みは理解できるが、対策の打手としては不十分。

実績数値
算出方法

事業始期

【Ｂ】：目標値の70％以上を達成

【Ｃ】：目標値の50％以上を達成

【Ｄ】：目標値の50％未満

観光協会のプラットホーム化に伴う自主財源の確保に向けた仕組みづくりと関係者の理解、協力体制の構築が課題となっている。

商品開発が終了した日本酒、リゾット及びドライベジの販路の拡大に早急に取組み、自主財源確保に繋げていく。
また、市内大学との連携事業創出を安定的に行う体制を確立し、次のブランドとなる新商品の開発を継続していく。

【Ａ】：目標値を達成した

事業決算額 43,133 千円 交付金充当額 21,566 千円 一般財源充当額 21,567 千円

指標

飯塚市
総合戦略

目標値

平成30年度は、観光協会へのプラットホーム設置後、協議会における取組みが進み、市
内大学との連携事業並びに嘉飯圏域定住自立圏連携事業による嘉麻市・桂川町との取組
についても新たに創出できた。

単年度
評価

実績数値
算出方法

効果発現
要因

市内大学との連携事業件数

基本目標Ⅰ：「大学力と連携し、地域経済を牽引するまちづくり」に関するKPI「大学との連携事業件数（5年間で24件）」

「市内大学による地方創生事業への助成」にかかる1年間の連携事業数
　4件/年間　（内訳）H28-H30の5年間×4件
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シート番号 ①-2

計画

実績

進捗率

○

○

○

平成３０年度　地方創生交付金対象事業検証シート（①推進交付金）

事業名 つながる地域IoTリーダー育成事業 担当部局課 経済部 産学振興課

事業概要

最先端のIoT技術やコミュニケーション能力を学ぶIoTリーダーの育成研修を市内大学の学生を対象に実施して大学生リーダーを育成し、その
知識やノウハウを地域内の中高生へ指導し循環する。指導を受けた中高生は次の世代のIoTリーダーとなり、さらに次の世代の人材育成に繋げ
る好循環を形成していく。また、地域の魅力ある仕事について理解を深めてもらうためのしごと魅力発見ツアー等を飯塚市、嘉麻市、桂川町
の広域連携によって取組むほか、市内に最先端IoT関連企業のサテライトオフィスを誘致し、リーダーの就職等に繋げ若者の地域への定着を促
進する事業。

主な取組内容
（事業費内訳）

①IoTリーダーの育成にかかる経費（15,886千円：〔外部委託料〕企画費、大学生リーダー育成研修費、中高生向け育成研修費 等）
②IoT企業の誘致にかかる経費（6,858千円：企業誘致にかかる意向調査経費、誘致PR経費、企業誘致イベント開催経費 等）
③地域企業の魅力発見事業にかかる経費（68千円：バスツアー経費　等）
　※上記①の事業費には、嘉麻市、桂川町の負担金（2,761千円）を含む。

事業決算額 22,813 千円 交付金充当額 11,406 千円 一般財源充当額 11,407 千円

事業始期 平成28年12月 事業終期 平成31年3月

重要業績
評価

(KPI)①

指標 地域IoTリーダー（大学生）育成人材数

飯塚市
総合戦略

基本目標Ⅰ：「大学力と連携し、地域経済を牽引するまちづくり」に設定する数値目標
（5年間のプロジェクト創出件数58件）

目標値
大学生IoTリーダー研修に参加しリーダーとして登録する人材を3年間で100人確保する。
IoTリーダー育成者数：100人 （目標内訳）H28：10人、H29：30人、H30：60人

事業開始前 平成28年度 平成29年度 平成30年度 合計 検証年度までの累計

0人 10人 30人 60人 100人 100人

0人 10人 28人 32人 70人 70人

100.0% 93.3% 53.3% 70.0% 70.0%

実績数値
算出方法

●平成30年度に育成した大学生IoTリーダーの人数
市内大学の学生によるIoTリーダー登録者数：32人
※大学生向けリーダー育成研修→1回

単年度
評価

【Ａ】：目標値を達成した

【Ｂ】：目標値の70％以上を達成

【Ｃ】：目標値の50％以上を達成

【Ｄ】：目標値の50％未満

効果発現
要因

市内には近畿大学産業理工学部や九州工業大学情報工学部など、IoTに関連する人材育
成機関が集積しており、IoTに関するスキルアップに関心を持っている学生も多く在籍
していること等から効果の発現に繋がっている。

総合
評価

【Ａ】：目標値を達成した

【Ｂ】：目標値の70％以上を達成

【Ｃ】：目標値の50％以上を達成

【Ｄ】：目標値の50％未満

目標達成
への

課題等

平成30年度は、前年度と同様にIoTリーダー研修の開催において、地域内大学だけではなく広く周知を行うとともに、学生対象の説明会を実施
したが、KPIの達成まで至らなかった。
中高生プログラムにおいても各高校への協力依頼を再度行い、高校生の参加者を増やすことで、次のステップである地域IoTリーダー育成事業
に参加する人材を養成する必要がある。

重要業績
評価

(KPI)①

今後の
取組の
方向性

平成30年度においても、昨年度参加した高校生が大学生IoTリーダーとなったケースもあり、新たな形での人材育成の循環ができ始めている。
民間企業が担っていた人材育成プログラムを「つなぐカフェ＠飯塚」で活動する大学生グループが担っていく形に転換を図ることについて、
現在、事業化を検討中である。企業等のサテライトオフィス誘致の実績が3件と倍増しており、若者の地域定着を促進し、将来的な就労の場と
なりえる企業等のサテライトオフィスの誘致を継続して取組む。

【Ｄ】：地方創生に対して効果がなかった（ＫＰＩの達成状況が事業開始前よりも悪化もしくは取組みが改善したと言い難い）

事業検証にかかる
委員意見（抜粋）

委員の判定の状況（有効であった：7　有効とはいえない：6）

つなぐカフェ＠飯塚という自立的な組織へとつながった点は評価できるので有効であったとした。但し、KPIの設定としては、増加に難しいと
考えられる。一定数（学生に対する割合）を目標とすべきであったであろう。
積極的な取り組みだと思います。機会を多く与え、育成する場として良いと思います。ただ、後継者をどのように続けて育成するかが課題だ
と思います。
業者が行う。例えば、プログラミング教室等かなりの費用が必要であることを前提にすれば、少ないながらも地元大学生にIoT技術の指導がで
きる人材が生まれていることは大きな一歩だと評価したい。ただ、目標の一部である「企業の優秀な人材確保が可能な地域であることを発信
し」との関連性は薄いように思える。
大学生頼みになっている。IoTリーダーを本格的に育成するには「企業誘致」を徹底するしかないのでは。目標は若者の地域への定着を促進。
ならば、定着できる環境を作るべき。中高生への指導より、「企業誘致」が先決と思う。ならば、本題は時期早々と思う。（取り止めるべ
き）

交付金事業の
地方創生への効果

【Ａ】：地方創生に非常に効果的であった（全てのＫＰＩが目標値を達成するなど、大いに成果が得られたとみなせる）

【Ｂ】：地方創生に相当程度効果があった（一部のＫＰＩが目標値を達成しなかったが、概ね成果が得られたとみなせる）

【Ｃ】：地方創生に効果があった（ＫＰＩの達成状況は芳しくなかったが、事業開始前よりも取組みが改善したとみなせる）
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シート番号 ②

計画

実績

進捗率

○

○

計画

実績

進捗率

○

○

指標

飯塚市
総合戦略

目標値

初年度のため増減なし。

単年度
評価

実績数値
算出方法

効果発現
要因

大会観客数

基本目標Ⅳ：「健幸で魅力あふれるまちづくり」④新しい時代を担う地域づくりの推進
（観光入込客数　5年間で「355万人」）

大会観客数　基準年度：6,200人　目標値：6,400人

事業決算額 632,591 千円 寄附額 3,650 千円 一般財源充当額 628,941 千円

実績数値
算出方法

事業始期

【Ｂ】：目標値の70％以上を達成

【Ｃ】：目標値の50％以上を達成

【Ｄ】：目標値の50％未満

世界ランキング1位の国枝選手等が参加することにより国際レベルの大会として認知度は高くなったものの、市民の関心は高いとは言えない。

平成30年度末に本テニス大会に「天皇杯・皇后杯」が下賜されたことや、共生社会ホストタウンとして認定を受けたこと、南アフリカの東京
パラリンピック事前キャンプ地として決定されたことなどの情報発信をすることにより、テニス大会への関心を高めて観客数の増加を図る。

【Ａ】：目標値を達成した

平成３０年度　まち・ひと・しごと創生寄附活用事業検証シート（②企業版ふるさと納税事業）

効果発現
要因

目標達成
への

課題等

今後の
取組の
方向性

参加選手数　基準年度：97人　目標値：100人（3年目）

検証年度までの累計

297人

平成30年11月 令和2年3月

重要業績
評価

(KPI)①

重要業績
評価

(KPI)①

総合
評価

【Ａ】：目標値を達成した

【Ｂ】：目標値の70％以上を達成

【Ｃ】：目標値の50％以上を達成

合計

大会登録者数をテニス協会に確認して把握する。

指標 参加選手数

【Ｄ】：目標値の50％未満

目標達成
への

課題等

今後の
取組の
方向性

総合
評価

【Ａ】：目標値を達成した

重要業績
評価

(KPI)②

97人

100.0%

97人

32.7%

【Ｂ】：目標値の70％以上を達成

【Ｃ】：目標値の50％以上を達成

担当部局課

令和元年度

基本目標Ⅳ：「健幸で魅力あふれるまちづくり」④新しい時代を担う地域づくりの推進
（観光入込客数　5年間で「355万人」）

事業終期

申請初年度のため増減なし。

大会観客数を実行委員会に確認して把握する。

【Ｄ】：目標値の50％未満

単年度
評価

【Ａ】：目標値を達成した

【Ｂ】：目標値の70％以上を達成

大会開催時期は5月連休後で、他国で開催される国際大会と日程が重なるため、トッププレイヤー選手の出場が減る可能性がある。

他の国際大会と日程が重なることを避けるため、令和元（平成31）年度から実施月を4月に変更する予定である。このことにより、トッププレ
イヤー選手の参加維持が見込まれることから、他の参加選手の増加につながることが想定される。また、平成30年度末に本テニス大会に「天
皇杯・皇后杯」が下賜され、大会の格付けがあがったことも、増加の要因になり得る。

事業開始前 平成30年度

-

297人

【Ｃ】：目標値の50％以上を達成

【Ｄ】：目標値の50％未満

97人

32.7%-

行政経営部　総合政策課

事業概要
本市で開催される国際的なスポーツ大会である「車いすテニス大会」が、将来にわたり安定的で、かつ充実した内容のもとに継続的に開催さ
れていくように、Ｈ２８年度に創設された「地方創生応援制度（ふるさと納税）」を活用して、企業からの寄附を受付、メイン会場である筑
豊ハイツテニスコート等の関係施設の維持管理や保全改修、さらには情報発信のための通信環境設備の整備を実施するもの。

主な取組内容
（事業費内訳）

地域再生計画計上内容
①筑豊ハイツテニスコート整備事業（H30：なし　R1:107,000千円）
②筑豊ハイツ宿泊施設整備事業（H30:696,941千円　R1:803,824千円）
③車いすテニス大会情報発信強化事業（H30:2,775千円　R1:210千円）

飯塚市
総合戦略

目標値

事業名 飯塚国際車いすテニス大会を基軸としたテニスのまちづくり

令和2年度

97人 97人 100人 100人

97人

事業開始前 平成30年度 令和元年度 令和2年度 合計 検証年度までの累計

6,200人 6,200人 6,400人 6,400人 19,000人 19,000人

6,200人 6,200人 6,200人 6,200人

100.0% - - 32.6% 32.6%
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計画

実績

進捗率

○

○

計画

実績

進捗率

○

○

○

事業検証にかかる
委員意見（抜粋）

委員の判定の状況（有効であった：11　判定できない：2）

今後も継続的に実施できる環境が整った点では評価したい。また、パラリンピック等への拡がりがみられる点で有効であった。ただし、まち
づくりの観点からは「継続的な環境がととのった」「他へのスポーツ等への○○」等のまちづくり要素での評価がよかったのではないか。
「飯塚国際車いすテニス大会」は大きい評価を受けていると認識している。今後とも、民と官が協力して、国際大会にふさわしい事業として
繁栄させなければならないと思う。まだまだ、地域を挙げてとまでなっていないので、盛り上げていくように協力したい。
ふるさと納税事業として活用することでテニスのアピールが促進していくことでは有効。今後はテニスをいかに皆様に示していけるか課題と
して残る。
判定は困難。テニスのまちづくりという大目標に異を唱えることはないが、企業版ふるさと納税という新しい財源の枠組みを設けるのであれ
ば、新たな使途、新たな事業を打ち出した方が寄附者にとって透明で分かりやすいと思う。財源確保自体は大いに取り組んでもらいたい。

【Ａ】：地方創生に非常に効果的であった（全てのＫＰＩが目標値を達成するなど、大いに成果が得られたとみなせる）

【Ｂ】：地方創生に相当程度効果があった（一部のＫＰＩが目標値を達成しなかったが、概ね成果が得られたとみなせる）

【Ｃ】：地方創生に効果があった（ＫＰＩの達成状況は芳しくなかったが、事業開始前よりも取組みが改善したとみなせる）

交付金事業の
地方創生への効果

【Ｄ】：地方創生に対して効果がなかった（ＫＰＩの達成状況が事業開始前よりも悪化もしくは取組みが改善したと言い難い）

重要業績
評価

(KPI)②

指標 宿泊者数

飯塚市
総合戦略

基本目標Ⅳ：「健幸で魅力あふれるまちづくり」④新しい時代を担う地域づくりの推進
（観光入込客数　5年間で「355万人」）

目標値 宿泊者数　基準年度：2,015人　目標値：2,100人

事業開始前 平成30年度 令和元年度 令和2年度 合計 検証年度までの累計

2,015人 2,015人 2,100人 2,100人 6,215人 6,215人

2,015人 2,015人 2,015人 2,015人

100.0% - - 32.4% 32.4%

実績数値
算出方法

大会期間中の1日の総宿泊者数を市内宿泊施設に確認して把握する。
（のがみプレジデントホテル、ステーションホテル、ホテルニューガイア、センチュ
リーホテル、筑豊ハイツ）

単年度
評価

【Ａ】：目標値を達成した

【Ｂ】：目標値の70％以上を達成

【Ｃ】：目標値の50％以上を達成

【Ｄ】：目標値の50％未満

効果発現
要因

初年度のため増減なし。
総合
評価

【Ａ】：目標値を達成した

【Ｂ】：目標値の70％以上を達成

【Ｃ】：目標値の50％以上を達成

【Ｄ】：目標値の50％未満

目標達成
への

課題等

本市で国際レベルの大会が開催されていることについて、宿泊を要する県外（遠方）からの観客を増やすための情報発信等が不足していると
思われる。

今後の
取組の
方向性

平成30年度末に本テニス大会に「天皇杯・皇后杯」が下賜されたことや、共生社会ホストタウンとして認定を受けたこと、南アフリカの東京
パラリンピック事前キャンプ地として決定されたことなどの情報発信を強化することにより、遠方からの観客増加を目指す。

重要業績
評価

(KPI)②

指標 ボランティア

飯塚市
総合戦略

基本目標Ⅳ：「健幸で魅力あふれるまちづくり」④新しい時代を担う地域づくりの推進
（観光入込客数　5年間で「355万人」）

目標値 ボランティア数　基準年度：2,000人　目標値：2,100人

事業開始前 平成30年度 令和元年度 令和2年度 合計 検証年度までの累計

2,000人 2,000人 2,100人 2,100人 6,200人 6,200人

2,000人 2,000人 2,000人 2,000人

100.0% - - 32.3% 32.3%

【Ｄ】：目標値の50％未満

実績数値
算出方法

ボランティア数を実行委員会に確認して把握する。
単年度
評価

【Ａ】：目標値を達成した

【Ｂ】：目標値の70％以上を達成

【Ｃ】：目標値の50％以上を達成

【Ｄ】：目標値の50％未満

目標達成
への

課題等
新規ボランティアの増加に苦慮している。

今後の
取組の
方向性

平成30年度末に本テニス大会に「天皇杯・皇后杯」が下賜されたことや、共生社会ホストタウンとして認定を受けたこと、南アフリカの東京
パラリンピック事前キャンプ地として決定されたことなどの情報発信をすることにより、テニス大会への関心を高め、ボランティアの増加を
図る。

効果発現
要因

初年度のため増減なし。
総合
評価

【Ａ】：目標値を達成した

【Ｂ】：目標値の70％以上を達成

【Ｃ】：目標値の50％以上を達成


